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　マルクスは，生産力の発展は資本構成 C/V を高度化させ，資本構成の高度化が利潤率
M/（C＋V）を低下させる推進力になることを強調した。これに対して資本構成が高度化
しても剰余価値率 M/V の上昇があれば，それは利潤率に上昇圧力を加えるので必ずしも
利潤率の低下は論定できないとする批判が存続している。本稿は，利潤率を資本構成 q（＝
C/V）と価値生産物比率μ（＝N/C）の 2 要因に分解して，q が高度化してゆけば利潤率
πはμに収束することを示し，そのπの収束値であるμは，生産力の発展とともに低下す
るとのマルクスの想定をとれば，資本構成の高度化につれて利潤率はμに接近しながら低
下してゆくことを明らかにした。次に資本構成の高度化とともにμが一定率で低下するケ
ースを想定して，利潤率の推移を検出した。その場合の利潤率は，資本構成の高度化とと
もに最初は上昇し，次第に上昇速度を減速させて上昇から低下への転換点を迎え，それを
契機に今度はμに接近しながら継続的に低下する変動パターンを描く。その際，転換点を
形成する資本構成 q* をμの初期値とその低下率によって規定して，利潤率を継続的低下
段階へと移行させる資本構成を特定した。最後に置塩定理を検討し，たとえ新生産方法の
導入がコスト基準によってなされるとしても，初期からの移行過程における生産財に対す
る消費財の相対価格の上昇は，コストを算定する基準自体が変化することを意味するので，
その変化とともに初期に導入される生産技術とは異なる新生産方法が採用される可能性は
増大してゆき，採用可能性を与えられた新生産方法のなかに利潤率の上限が初期の利潤率
より低下するような生産方法も含まれることを明らかにした。�

1 ．利潤率の上限低下と利潤率

　マルクスは『資本論』第 3 部第 3 篇「利潤率の傾向的低下の法則」において，生産力の発

展は不変資本に対する可変資本の相対的減少，すなわち資本構成 C/V の高度化となって表

現され，資本構成の高度化は利潤率に低下傾向を与えると主張した。

　「資本制的生産は，不変資本に比べての可変資本の累進的な相対的減少につれて，総

資本の有機的構成のますますの高度化を生み出すのであり，その直接の結果は，労働の
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搾取度が変わらない場合には，またそれが高くなる場合でさえも，剰余価値率は恒常的

に低下する一般的利潤率で表現されるということである。」1）

　これに対してスウィージーは，利潤率 p＝S/（C＋V）を剰余価値率 s’＝S/V と資本の構成

q＝C/（C＋V）の 2 要因に分解して p＝s’（1－q）とし，剰余価値率 s’ の上昇と資本構成 q の

高度化は，前者が利潤率を上昇方向へ，後者が低下方向へとそれぞれ反対方向に誘導するこ

とを示した上で，生産力の発展は資本の構成高度化と剰余価値率の上昇をともなうのである

から，利潤率は両者の変化率如何によって決定されるのであり，その変動方向をあらかじめ

確定することはできないとした2）。彼は，資本構成の高度化率が剰余価値率の上昇率を上回

ることを論証しない限り，利潤率の低下法則は定立できないと批判したのである。

　しかしマルクスは，生産力の発展にともなう生きた労働／対象化された労働の比率低下を

論拠として，利潤率は低下せざるを得ないと論定している。

　「資本制的生産様式が進展するうちに，一般的な平均剰余価値率が，低下してゆく一

般的利潤率に表現されざるを得ないということが，資本制的生産様式の本質から一つの

自明な必然性として示されているのである。使用される生きた労働の総量が，それによ

って運動させられる対象化された労働の総量，すなわち生産的に消費される生産手段の

総量に比べてつねに減少するので，この生きた労働のうち支払われないで剰余価値に対

象化される部分の，使用総資本の価値の大きさに対する比率も，つねに減少せざるを得

ない。しかし使用総資本の価値に対する剰余価値総量のこの比率が利潤率をなすのであ

り，それゆえこの利潤率は恒常的に低下せざるを得ない。」（K. Ⅲ,�S. 223）

　上記においては，生きた労働の総量 N（＝V＋M）が生産手段に対象化された労働 C に対

して減少するので，生きた労働のうち不払部分である剰余価値 M の総資本 C＋V に対する

比率，すなわち利潤率 M/（C＋V）も低下すると説明される。

　生きた労働 N／対象化された労働 C の比率が低下することによって利潤率の低下は必然

であるとするマルクスの論述における論理展開を，富塚氏は剰余価値率上昇の作用限界を示

すことで鮮明にした。生産力の発展による賃金財の価値低下を介しての労働力の価値低下に

よって生きた労働のうちの必要労働 V が減少しても，剰余価値 M の増大限界は価値生産物

N（＝V＋M）である。生産力の発展とともにこの生きた労働 N は対象化された労働 C に対

 1）　Marx,�Das Kapital,�Bd. Ⅲ（以下 K. Ⅲのように略記）�S.�223.
 2）　Sweezy（1942）p. 102. 邦訳，124－125頁。
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して絶えず低下した比率となって表現されるので，いかに労働力の価値が低下し剰余価値率

が上昇しようとも剰余価値の増大は生きた労働の枠内でのことにすぎず，この枠内でしか増

大できない剰余価値と投下資本の比率が利潤率であるから，利潤率は剰余価値率の上昇とい

う要因を考慮しても低下せざるを得ない。労働力の価値がどれほど低下しても V ＞ 0 であり，

したがって M/（C＋V）は（V＋M）/C を上回ることはできない。この対象化された労働と

生きた労働の比率 N/C は利潤率の上限を意味し，この比率は生産力の発展につれて低下し

てゆくのであるから，いかに剰余価値率が上昇しようとも利潤率の上限自体が低下すること

によって，それを上回ることのできない利潤率もやがて低下せざるを得ないと断定するので

ある3）。

　以上の剰余価値率上昇の作用限界を明確化した上でなされた上限 N/C 低下による利潤率

の低下法則の論証に対して，それはあくまで利潤率の究極的低下の説明にすぎず，たとえ利

潤率の上限が低下しても利潤率それ自体の上昇は可能であるから，上限が低下するだけでは

利潤率の低下を証明したことにはならないとの反論が提起された。

　ミークは，マルクスは利潤率が絶えず低下してゆく傾向をもつかのように語っているが，

彼自身の議論のままでは，与えられた資本が雇用する労働者数の減少を剰余価値率の上昇に

よって補償することが困難となる点に到達するまで利潤率は最初の水準より低下しないかも

しれないとする主張に反駁することはできないという。そしてその点に達するまで利潤率は

例外的でない事情のもとで，その最初の水準以上に十分上昇しうるとして『資本論』におけ

る議論の修正と推敲を求めている4）。

　本間氏は，富塚氏の利潤率低下阻止作用の限界は，V＝ 0 となる決して実現されることの

ない遠い将来に横たわる壁のごときものであるかの印象を与え，かえってこの限界内であれ

ば剰余価値率の上昇によって利潤率も上昇するのではないかとの疑問を誘起させると述べる。

そして氏は，利潤率の上限が低下してゆく過程においても，剰余価値率を上昇させるならば

利潤率の漸次上昇は可能であるから，そこで確定された論点は，あくまで利潤率の上昇しう

る限度の累進的低下であり，利潤率そのものの低下ではないとした5）。

　城座氏は，利潤率の究極的低下は上限である充用労働量／投下生産資本の低下によって完

全に証明されているが，上限の低下テンポ如何によっては，利潤率低下の不可避となる時期

は無限の彼方となるかもしれず，それまでは利潤率の低下を確定できないとすれば論証の現

実的意義は甚だ低いと評する。氏は，証明すべきは利潤率低下の将来的な不可避性ではなく，

利潤率の不断の低下傾向の存在であるとして，利潤率の継続的な低下を証明しない上限低下

 3）　富塚（1976）343頁。
 4）　Meek（1967）pp. 134－135.�邦訳，202－203頁。
 5）　本間（1974）172頁。
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説に不満を表明する6）。

　佐藤氏は，剰余価値率上昇による利潤率低下阻止には越えることのできない限界があると

の主張に対して，なるほどこの限界に達すれば利潤率は究極的に低下するであろうが，限界

点に到達するまでは利潤率の上昇しうる可能性は排除されておらず，さらに最初に与えられ

た剰余価値率が低いほど限界点への到達は無限の将来へと延期されるであろうと反論した7）。

　米田氏は，生産力の発展は一定の充用労働量によって生産される生産物量の増大を意味す

るが，このことは充用労働量に対する充用生産手段量の増大である技術的構成の高度化によ

ってのみ可能であると指摘する。この結果，生産力の発展による投下生産手段の単位価値の

低下は投下生産手段量の急速な増大によって相殺されるので，投下不変資本総量は充用労働

量に対して増大し，利潤率の上限である（V＋M）/C は生産力の発展とともに低下すること

明らかであるとする。しかし利潤率の上限低下は利潤率の低下をただちに示すものではなく，

上限が低下したからといって，そのもとで利潤率が変動をふくみながらも低下するか上昇す

るかは上限の低下だけでは確定できないとして，上限の低下してゆくもとで利潤率が傾向的

に上昇するケースを次の図 1 に示す8）。

　図 1 は，横軸の労働生産力の発展とともに利潤率の最高限度が低下してゆく過程において，

利潤率が変動をふくみながらも上昇傾向をもつ様子を描いている。

 6）　城座（1961）101－102頁。
 7）　佐藤（1965）1153－1155頁。
 8）　米田（1972）260－261頁。
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図１－１は，横軸の労働生産力の発展とともに利潤率の最高限度が低下してゆく過程にお
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ある限り利潤率は低下せず上昇可能であるとする共通した思考から発せられた疑問・不満・
反論であった。利潤率の上限が低下しても利潤率の上昇は可能ではないかとの疑念に対して，
置塩氏は C/Nを「生産の有機的構成」と呼び，それが生産力の発展とともに十分に高度化し
てゆくとの前提が成立するのであれば，その逆数である利潤率の上限はいくらでも低下して
ゆく結果，利潤率は傾向的に低下せざるを得ないとする論証に異論の余地はないとして，そ
の関係を図１－２に描く。 
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　これら上限低下説に向けられた見解はいずれも上限が低下しても剰余価値率に上昇余地が

ある限り利潤率は低下せず上昇可能であるとする共通した思考から発せられた疑問・不満・

反論であった。利潤率の上限が低下しても利潤率の上昇は可能ではないかとの疑念に対して，

置塩氏は C/N を「生産の有機的構成」と呼び，それが生産力の発展とともに十分に高度化

してゆくとの前提が成立するのであれば，その逆数である利潤率の上限はいくらでも低下し

てゆく結果，利潤率は傾向的に低下せざるを得ないとする論証に異論の余地はないとして，

その関係を図 2 に描く。

　置塩氏は，マルクスは時間が経つと利潤率の上限（V＋M）/C → 0 となり，それゆえ剰余

価値率がいかに上昇しても利潤率は低下するこの上限を超えることはできないので，図 2 に

示すように利潤率は上昇したり低下したりしながらも傾向的には低下する以外にはないと推

論して利潤率の傾向的低下を主張したと解釈する9）。図 2 は図 1 とは異なり，利潤率の上限

が横軸の時間とともに十分に低下するという条件のもとで，利潤率が上昇・低下の運動を繰

り返しながらも傾向的には低下せざるを得ない様子を描いている。しかしこの議論は，利潤

率の長期的・究極的低下の説明であって，利潤率の継続的・不断の低下を証明していないと

する批判に，氏はマルクスの利潤率の低下法則は傾向的低下であって不断の低下ではないと

の法則理解を示す。

　さて以上みた上限低下と利潤率に関する諸見解を整理して，検討課題を明らかにする。第

1 の見解は，利潤率は究極的には上限の低下によって低下せざるを得ないことを認めるが，

それまでは利潤率の上昇は可能である，すなわち剰余価値率の無限大の上昇によって利潤率

 9）　置塩（1987）�185頁。

図 2 　

6 
 

図１－２ 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

置塩氏は，マルクスは時間がたつと利潤率の上限(V+M)/C→0 となり，それゆえ剰余価値
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が上限に到達するまでは，利潤率の上昇する可能性は残されていると考える。これには利潤

率の上限が低下してゆく過程における利潤率の漸次的上昇，あるいは短期的な上昇・低下の

運動をともないながらの傾向的上昇の想定が含まれる。第 2 の見解は，上限が十分に低下す

れば利潤率の変動幅が縮小してゆくので，その範囲内でしか変動できない利潤率は上昇・低

下しながらも傾向的に低下すると想定する。これら第 1 と第 2 の見解は対立するものである

が，しかし両見解は理論構成上の共通認識をもつ。それは利潤率の上限と利潤率は独自に運

動するものと理解し，利潤率は上限の範囲内であればいかなる制約も受けず自由な運動を許

容されるとする発想である。上限の低下と利潤率の漸次的上昇あるいは傾向的上昇の両立を

説く第 1 の見解と，上限の低下と利潤率の傾向的低下を説く第 2 の見解は，結論部分で対立

するが，両見解とも利潤率は上限の範囲内で独自に変動することが可能であるとする共通し

た理論構成をとっている。しかし生産力の発展過程における利潤率の推移を図 1 や図 2 のよ

うに，上昇傾向をもつか低下傾向をもつかは別として上昇・低下の循環運動として描くこと

は可能であろうか。あるいは上限の範囲内であれば利潤率はいかなる運動も許されるとする

想定は，生産力の発展過程におかれた利潤率の推移として成立するであろうか。生産力の発

展過程における利潤率の推移を，上昇・低下の循環運動として描くことの理論的妥当性が問

われるのである。

2 ．資本構成の高度化と利潤率の上限低下

　『資本論』における次の論述は，資本構成の高度化とともに生きた労働／生産手段価値の

比率は低下するので，剰余価値率が上昇しようとも利潤率は低下するとしている。

　「利潤率の低下という法則―同じ剰余価値率，または上昇する剰余価値率さえもそ

ういう形で現れる―は，言い換えれば，ある一定分量の社会的平均資本たとえば100

という資本をとってみれば，そのうちの労働諸手段で表される部分がつねに増大し，生

きた労働で表される部分がつねに減少するということを意味する。したがって（also）

生産諸手段につけ加えられる生きた労働の総量が，この生産諸手段の価値に比べて減少

するのであるから，不払労働も，不払労働を表す価値部分も，前貸総資本の価値に比べ

て減少する。すなわち投下総資本のうち生きた労働に転換される可除部分がつねに減少

し，それゆえ，たとえそれと同時に使用労働のうちの支払部分に対する不払部分の比率

が上昇しようとも，この総資本はその大きさに比べてますます少ない剰余労働を吸い取

る。」（K. Ⅲ, S. 225－226）

　上記では利潤率の低下法則とは，総資本 K（＝C＋V）のうち生産手段で表される部分 C
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が増大し，生きた労働で表される部分 V が減少する。すなわち資本構成 C/V の高度化を意

味すると述べる。そして資本構成の高度化するとき生きた労働の総量 V＋M が生産手段の

価値 C に比べて減少するので，使用労働のうちの支払部分 V に対する不払部分 M の比率で

ある剰余価値率 M/V が上昇しようとも，総資本 K は比率として低下する剰余労働 M を吸

い取る，すなわち利潤率 M/K は低下すると論定する。

　この論述において，資本構成 C/V の高度化と生きた労働 N／生産手段の価値 C の比率低

下はともに生産力の発展を表現するものとして同義的に使用されている。マルクスは，生産

力の発展は可変資本 V によって雇用される同量の労働力が同一労働時間内に増大してゆく

不変資本 C を生産的に消費し，その価値を生産物に移転させる形態をとって進行すると考

えるので，生産力の発展とともに不変資本 C に対する可変資本 V と価値生産物 V＋M の比

率は低下してゆくと想定する。したがって資本構成 C/V の高度化と価値生産物比率（V＋M）

/C の低下を生産力発展の別表現であると解するのである。

　現行版における上記の 3 文で構成される引用文の論述内容は，草稿では 1 文内に凝縮して

語られている。草稿では，利潤率の低下法則は資本構成の高度化を意味するとして現行版の

ようにここで文を切らず，「，」を打ち「そのため（daher）」とすぐに続けて N/C が低下す

るので剰余価値率が上昇しようとも利潤率は低下すると結論する（MEGA, Ⅱ /4.2,�S. 290）。

草稿の方が現行版よりも C/V の高度化と N/C の低下を強く結合させた論述形式をとって，

N/C の低下から利潤率の低下を導出している印象をもつ。

　いずれにしても C/V が高度化するとき N/C は低下すると想定している。それでは，生産

力の発展が資本構成 C/V の高度化と価値生産物比率 N/C の低下の両者をともなって進行す

るとした場合の利潤率の推移を検討する。いま利潤率π＝M/（C＋V）を価値生産物比率μ（＝

N/C）と資本構成 q（＝C/V）を用いて表示すると，N＝V＋M より

π＝ M―――C＋V ＝ N/C－V/C―――――1＋V/C ＝ μ－1/q―――1＋1/q � （2－1）

となり，利潤率πはμと q の 2 要因によって規定することができる。（2－1）より q が増大し

てゆけば 1 /q → 0 となるから，利潤率πはμに収束することがわかる。すなわち

limπ=μ

である。資本構成 q が高度化するほど，利潤率πはμの水準に近づいてゆく。そして q が高

度化してゆく場合のπの収束値であるμは，生産力の発展とともに低下するとマルクスは想

定しているのであるから

μ→0

q →∞
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となる。したがって資本構成 q の高度化につれて利潤率πは価値生産物比率μに接近しなが

ら低下してゆく。資本構成の高度化は，利潤率πをμに近づけるよう作用し，そのμが生産

力の発展とともに低下してゆくのであれば，剰余価値率なる要因を考察に導入する必要なく，

資本構成高度化の進展によって利潤率低下の論証は可能となる。

　利潤率の低下法則の議論では，利潤率を資本構成 C/V と剰余価値率 M/V の 2 要因に分解

して，利潤率の低下を阻止する剰余価値率の上昇作用を強調することで低下法則の定立を批

判する見解が生じた。この批判に対抗するため低下法則を擁護する側は，剰余価値率上昇に

よる利潤率の低下阻止作用には限界があることを指摘し，剰余価値率が無限大に上昇しても

利潤率の上限はμであり，そのμは生産力の発展とともに低下することにより利潤率も低下

せざるを得ないとする論証を試みた。これに対して，たとえ利潤率の上限が低下しても剰余

価値率に上昇余地がある限り利潤率の上昇は可能である。あるいは剰余価値率の無限大の上

昇によって利潤率が上限のμに到達するまでは利潤率の上昇する可能性は排除されていない

との反論が提起されたことはすでにみたところである。利潤率を（2－1）のように資本構成

q と価値生産物比率μの 2 要因によって規定すれば，利潤率の考察に剰余価値率を考慮する

必要性は消滅し，したがってそのような反論の生起する基盤は失われる。利潤率πを q とμ

の 2 要因によって規定した場合，資本構成 q の高度化はπをμに接近させ，そのμは生産力

の発展を表現する q の高度化とともに低下するので，利潤率πは q の高度化とともに低下せ

ざるを得ないとする論証方法を適用することができるのである。

3 ．生産力の発展過程における利潤率の推移

　では資本構成の高度化と価値生産物比率の低下がともに進行するモデルを用いて利潤率の

推移を考察しよう。資本構成 q の高度化とともに価値生産物比率μが一定率で低下するケー

スを想定して，その場合の利潤率を検出する。いま q の増大とともにμが初期値のμ0から

一定率 αで低下してゆくケースを仮定すれば

μ＝μ0－αq　　（μ0 ，αは定数で＞0）� （3－1）

となり，（3－1）を（2－1）の利潤率πを示す分子のμに代入すると

π＝ μ0－αq－1/q――――――1＋1/q � （3－2）

となる。図 3 は，横軸に資本構成 q を，縦軸に価値生産物比率μと利潤率πをとり，μが一

定率で低下してゆく場合の q の高度化にともなうπの推移を示したものである。

　資本構成の高度化が横軸にある C 点までに限定されるなら，利潤率は次第に減速しなが

らも B 点から E 点まで上昇し，資本構成が C 点を上回って高度化すれば低下してゆく。資
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本構成の高度化をともなう利潤率は，E 点で上昇から低下への転換点を迎え，その転換点を

経由した後，μに接近してゆく形をとって低下する。利潤率は E 点で最大値（πmax）をとり，

それ以後，資本構成の高度化とともに D 点に向かって継続的に低下する変動パターンが検

出される。

　それでは C 点の資本構成 q（＝q*）を求めることで，利潤率を低下段階へと移行させる資

本構成を特定しよう。そのためには（3－2）の利潤率πを q で微分して

dπ――dq ＝μ0＋1－αq（q＋2）―――――――（q＋1）2

とし，dπ/dq＝ 0 となる q が q*（＞ 0 ）であるから

q*＝ 1＋ μ0＋1―――α －1� （3－3）

を得る。したがって資本構成 q がμの初期値μ0とその低下率 α によって決定される q* より

高度化して q ＞ q* となれば，利潤率は低下する。（3－3）はμ0が小で αが大となるほど q* の

値は小となることを示しており，それは利潤率を低下させる資本構成の値の引下げを意味す

る。資本構成 q が q* を上回って高度化すれば，利潤率は低下段階に移行したことになる。

　以上，資本構成 q の高度化と価値生産物比率μの低下が同時進行するモデルを用いて利潤

率の推移を検出し，利潤率の上昇から低下への転換点における資本構成 q* を特定した。資

本構成の高度化とともにμが一定率で低下するケースにおいては，利潤率は最初は上昇し，

√￣￣￣￣￣

図 3 　資本構成 q の高度化にともなう利潤率πの推移
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図３－１ 資本構成𝑞𝑞の高度化にともなう利潤率𝜋𝜋の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資本構成の高度化が横軸にあるＣ点までに限定されるなら，利潤率は次第に減速しながら

もＢ点からＥ点まで上昇し，資本構成がＣ点を上回って高度化すれば低下してゆく。資本構
成の高度化をともなう利潤率は，Ｅ点で上昇から低下への転換点を迎え，その転換点を経由
した後，𝜇𝜇に接近してゆく形をとって低下する。利潤率はＥ点で最大値（𝜋𝜋𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚）をとり，それ
以後，資本構成の高度化とともにＤ点に向かって継続的に低下する変動パターンが検出され
る。 
それではＣ点の資本構成𝑞𝑞(=𝑞𝑞∗)を求めることで，利潤率を低下段階へと移行させる資本構

成を特定しよう。そのためには(3-2)の利潤率𝜋𝜋を𝑞𝑞で微分して 
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とし，𝑑𝑑𝜋𝜋/𝑑𝑑𝑞𝑞＝0となる𝑞𝑞が𝑞𝑞∗（＞0）であるから 

 𝑞𝑞∗＝√1 + 𝜇𝜇0+1
𝛼𝛼 －1 …(3-3) 

を得る。したがって資本構成𝑞𝑞が𝜇𝜇の初期値𝜇𝜇0とその低下率𝛼𝛼によって決定される𝑞𝑞∗より高度
化して𝑞𝑞＞𝑞𝑞∗となれば，利潤率は低下する。(3-3)は𝜇𝜇0が小で𝛼𝛼が大となるほど𝑞𝑞∗の値は小とな
ることを示しており，それは利潤率を低下させる資本構成の値の引下げを意味する。資本構
成𝑞𝑞が𝑞𝑞∗を上回って高度化すれば，利潤率は低下段階に移行したことになる。 
以上，資本構成𝑞𝑞の高度化と価値生産物比率𝜇𝜇の低下が同時進行するモデルを用いて利潤率

の推移を検出し，利潤率の上昇から低下への転換点における資本構成𝑞𝑞∗を特定した。資本構
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次第に上昇を鈍化させ，E 点で最大値をとり，それを転機に今度は低下してゆくμに接近す

る経路を辿って継続的に低下する。そしてμの初期値が小で，μの低下率が大となるほど，

利潤率を低下段階へと導く資本構成 q* の値は減少する。これが q の高度化とともにμが一

定率で低下するケースにおける利潤率の典型的変動パターンとなるのである。

　次に資本構成の高度化とともに価値生産物比率が低下する場合の利潤率を数値モデルで確

認する。図 4 は，価値生産物比率μの初期値μ0＝6, μの低下率 α＝1 と仮定した場合の資本

構成 q の高度化をともなう利潤率πの推移を示したものである。資本構成の高度化とともに

利潤率は B 点から E 点まで上昇し，E 点からはμに接近しながら低下する変動パターンが

再現される。転換点である E 点における資本構成 q* は（3－3）より q* ≒1.83と算定され，そ

れに対応する利潤率は（3－2）よりπmax ≒2.34となる。表 1 は，μと q に対応する利潤率π

の数値を示す。この数値モデルにおいては，資本構成がμ0と α によって決定される q*（＝�

�� 8 － 1 ）の値より高度化すれば，利潤率は低下段階に移行して継続的に低下する。

　先の図 1 は，横軸の労働生産力の発展につれ利潤率の上限μが低下してゆくもとで利潤率

は短期的な上昇・低下運動を通して傾向的に上昇する様子を，図 2 は，横軸の時間の経過に

つれμが低下してゆくもとで利潤率は短期的な上昇・低下運動を通して傾向的に低下する様

子を示していた。両図とも，時間の経過をともなう生産力の発展過程で利潤率は傾向的上昇・

低下はともかく短期的には上昇と低下の循環運動を描くと想定している。生産力の発展過程

におかれた利潤率の推移をこのように上昇・低下の運動として描くことは可能であろうか。

そこで横軸に労働生産力発展あるいは時間を，縦軸に価値生産物比率μと利潤率πをとり，

√￣

図 4 　価値生産物比率μの低下にともなう利潤率πの推移
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成の高度化とともに𝜇𝜇が一定率で低下するケースにおいては，利潤率は最初は上昇し，次第に
上昇を鈍化させ，Ｅ点で最大値をとり，それを転機に今度は低下してゆく𝜇𝜇に接近する経路を
辿って継続的に低下する。そして𝜇𝜇の初期値が小で，𝜇𝜇の低下率が大となるほど，利潤率を低
下段階へと導く資本構成𝑞𝑞∗の値は減少する。これが𝑞𝑞の高度化とともに𝜇𝜇が一定率で低下する
ケースにおける利潤率の典型的変動パターンとなるのである。 
次に資本構成の高度化とともに価値生産物比率が低下する場合の利潤率を数値モデルで確

認する。図３－２は，価値生産物比率𝜇𝜇の初期値𝜇𝜇0=6,/𝜇𝜇の低下率𝛼𝛼=1 と仮定した場合の資本
構成𝑞𝑞の高度化をともなう利潤率𝜋𝜋の推移を示したものである。資本構成の高度化とともに利
潤率はＢ点からＥ点まで上昇し，Ｅ点からは𝜇𝜇に接近しながら低下する変動パターンが再現
される。転換点であるＥ点における資本構成𝑞𝑞∗は(3-3)より𝑞𝑞∗≒1.83と算定され，それに対応
する利潤率は(3-2)より𝜋𝜋𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚≒2.34 となる。表３－１は，𝜇𝜇と𝑞𝑞に対応する利潤率𝜋𝜋の数値を示
す。この数値モデルにおいては，資本構成が𝜇𝜇0と𝛼𝛼によって決定される𝑞𝑞∗(=√8－1)の値より
高度化すれば，利潤率は低下段階に移行して継続的に低下する。 
 
図３－２ 価値生産物比率𝜇𝜇の低下にともなう 

利潤率𝜋𝜋の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
先の図１－１は，横軸の労働生産力の発展につれ利潤率の上限𝜇𝜇が低下してゆくもとで利

潤率は短期的な上昇・低下運動を通して傾向的に上昇する様子を，図１－２は，横軸の時間
の経過につれ𝜇𝜇が低下してゆくもとで利潤率は短期的な上昇・低下運動を通して傾向的に低
下する様子を示していた。両図とも，時間の経過をともなう生産力の発展過程で利潤率は傾
向的上昇・低下はともかく短期的には上昇と低下の循環運動を描くと想定している。生産力
の発展過程におかれた利潤率の推移をこのように上昇・低下の運動として描くことは可能で

・ 

(6＝）Ａ 

𝜋𝜋𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 

0 Ｂ 𝑞𝑞 

 

Ｅ 

𝜇𝜇 

 
𝜋𝜋 

𝜇𝜇，𝜋𝜋 

3 

3 1 2 4 5 

表３－１ 資本構成ｑと価値生産物比率𝜇𝜇に 
対応する利潤率𝜋𝜋 

𝜇𝜇 ｑ 𝜋𝜋＝𝜇𝜇−1/𝑞𝑞
1+1/𝑞𝑞 

6 － － 

5 1 2 

【4.17】 【1.83=𝑞𝑞∗ 2.34】=Ｅ点 

4 2 2.3 

3 3 2 

2 4 1.4 

1 5 0.6 

 

𝑞𝑞∗ 
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生産力の発展とともに利潤率の上限μが図 4 と同様の比率で低下してゆくとの仮定のもとで，

利潤率に上昇と低下の運動を与えるため a～e の各点を設定し，それら各点を経由するよう

に利潤率の推移を描いたものが図 ５ である。はたして生産力の発展過程におかれた利潤率と

して，そのような推移を想定することは妥当であろうか。利潤率が a～e 点を通過すると仮

定して利潤率に上昇・低下の推移を与えた場合，それを実現するに必要な資本構成 q の値を

算定したものが表 2 である。利潤率が a 点の 2 ，b 点の 3 ，c 点の 1 ，d 点の1.8，e 点の0.５

を通過するとき，それに対応する資本構成 q は a 点で 1 ，b 点で 4 ，c 点で 1 ，d 点で14，e

点で 3 となり，利潤率と連動して資本構成の値も増減しなければならない。しかし課題は生

表 1 　資本構成 q と価値生産物比率μに対応する利潤率π

μ q π= μ－1/q――――1+1/q

6 － －

5 1 2

【4.17】 【1.83=q* 2.34】=E 点

4 2 2.3

3 3 2

2 4 1.4

1 5 0.6

図 5 　価値生産物比率μの低下にともなう利潤率πの推移

12 
 

あろうか。そこで横軸に労働生産力発展あるいは時間を，縦軸に価値生産物比率𝜇𝜇と利潤率𝜋𝜋
をとり，生産力の発展とともに利潤率の上限𝜇𝜇が図３－２と同様の比率で低下してゆくとの
仮定のもとで，利潤率に上昇と低下の運動を与えるためａ～ｅの各点を設定し，それら各点
を経由するように利潤率の推移を描いたものが図３－３である。はたして生産力の発展過程
におかれた利潤率として，そのような推移を想定することは妥当であろうか。利潤率がａ～
ｅ点を通過すると仮定して利潤率に上昇・低下の推移を与えた場合，それを実現するに必要
な資本構成𝑞𝑞の値を算定したものが表３－２である。利潤率がａ点の２，ｂ点の３，ｃ点の１，
ｄ点の 1.8，ｅ点の 0.5 を通過するとき，それに対応する資本構成𝑞𝑞はａ点で１，ｂ点で４，
ｃ点で１，ｄ点で 14，ｅ点で３となり，利潤率と連動して資本構成の値も増減しなければな
らない。しかし課題は生産力の発展過程における利潤率であるから，その生産力の発展には
資本構成の高度化が随伴しているはずである。したがって生産力の発展過程における利潤率
とは資本構成の高度化をともなわなければならないのであって，資本構成の高度化をともな
わない利潤率を生産力の発展過程におかれた利潤率として理論的に認定することはできない。
生産力の発展が資本構成の高度化を随伴することを前提とすれば，ｃ点とｅ点では資本構成
の値は減少するのであるから，両点における利潤率は生産力の発展過程にある利潤率とはい
えないのである。したがって図１－１や図１－２のように利潤率の上限が低下してゆくもと
で利潤率の運動を上昇・低下の循環運動として描くことは，生産力の発展過程における利潤
率の推移として理論的妥当性を欠くことになる。上限の範囲内であれば利潤率の運動は何ら
制約されないと想定することは，生産力の発展をともなう利潤率を問題とする限り妥当では
ない。 

 
図３－３ 価値生産物比率𝜇𝜇の低下にともなう 

利潤率𝜋𝜋の推移 
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表３－２ 価値生産物比率𝜇𝜇と利潤率𝜋𝜋に 
対応する資本構成ｑ 

𝜇𝜇 𝜋𝜋 ｑ＝1+𝜋𝜋
𝜇𝜇−𝜋𝜋 

6 － － 

5 2(ａ点) 1 

4 3(ｂ点) 4 

3 1(ｃ点)  

2 1.8(ｄ点) 14 

1 0.5(ｅ点)  
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産力の発展過程における利潤率であるから，その生産力の発展には資本構成の高度化が随伴

しているはずである。したがって生産力の発展過程における利潤率とは資本構成の高度化を

ともなわなければならないのであって，資本構成の高度化をともなわない利潤率を生産力の

発展過程におかれた利潤率として理論的に認定することはできない。生産力の発展が資本構

成の高度化を随伴することを前提とすれば，c 点と e 点では資本構成の値は減少するのであ

るから，両点における利潤率は生産力の発展過程にある利潤率とはいえないのである。した

がって図 1 や図 2 のように利潤率の上限が低下してゆくもとで利潤率の運動を上昇・低下の

循環運動として描くことは，生産力の発展過程における利潤率の推移として理論的妥当性を

欠くことになる。上限の範囲内であれば利潤率の運動は何ら制約されないと想定することは，

生産力の発展をともなう利潤率を問題とする限り妥当ではない。

　利潤率の上限と利潤率を分離して両者は独自に変動するとの思考が，図 1 や図 2 のような

上限の低下にもかかわらず利潤率は上昇と低下の運動を繰り返す図案を作成するのである。

　図 ５ と表 2 でみたように生産力の発展につれ上限μの低下するもとで利潤率が上昇・低下

するには，利潤率に連動して資本構成の値も増減しなければならなかった。しかしそれは生

産力の発展が資本構成の高度化をともなうとするマルクスの想定と矛盾する。生産力の発展

が資本構成の高度化と価値生産物比率の低下の両者をともなうことを前提とすれば，q の高

度化とμの低下がともに進行するケースから検出された図 4 の利潤率は生産力の発展過程に

おける利潤率であると認定することができるのであって，そこで描かれている利潤率の推移

は生産力の発展を表現していることになる。

　マルクスは C/V の高度化と N/C の低下を生産力の発展を示すものとして同義的に使用し

ており，したがって生産力の発展とともに q は高度化されμは低下すると想定している。利

潤率の上限が低下すれば，それを上回ることのできない利潤率は上昇したり低下したりしな

がらも傾向的には低下せざるを得ないとするマルクスの利潤率低下法則に対する解釈が，図

表 2 　価値生産物比率μと利潤率πに対応する資本構成 q

μ π q= 1+π―――μ－π

6 － －

5 2（ａ点） 1

4 3（ｂ点） 4

3 1（ｃ点） 1

2 1.8（ｄ点） 14

1 0.5（ｅ点） 3
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５ のような図案を作成するのであるが，それは利潤率の上昇・低下に対応して資本構成も増

減しなければ成立しないのであるから，マルクス解釈としても問題を含む。他方で，図 4 に

描かれている利潤率は，q の高度化とμの低下の 2 条件を満たすケースから導出された利潤

率であり，その推移は生産力の発展水準に照応して変化する q とμによって規定されている。

したがって図 4 の利潤率の推移は生産力の発展を表現しているといえるが，図 ５ のそれは生

産力の発展を必ずしも反映してはいないのである。

　『資本論』における「剰余価値率は，恒常的に低下する一般的利潤率（beständig�

sinkenden�allegemeinen�Profitrate）で表現される」（K. Ⅲ,�S. 223）あるいは「利潤率は，

恒常的に低下せざるを得ない（beständig�fallen�muß）」（Ibid）より，ミークはマルクスが

利潤率の継続的低下傾向を信じていたと推測している10）。資本構成 q の高度化と価値生産物

比率μの一定率での低下のケースから検出される利潤率は，資本構成の高度化が q* までで

あれば上昇し，q* を上回って高度化すれば継続的に低下した。その場合，利潤率が継続的

に低下する段階とは，資本構成がμの初期値とその低下率によって決定される q* の値を上

回って高度化するときであるから，利潤率の継続的低下の論定は，資本構成が q* を上回っ

て高度化している段階を想定することで可能となるのである。

　以上，生産力の発展は資本構成 C/V の高度化と価値生産物比率 N/C の低下をともなうこ

とを前提として，利潤率の推移を考察した。しかしこの N/C の低下に関しては，これを否定

する見解が置塩氏によって提起されている。氏は，新生産方法の導入が費用価格を低下させ

るとの基準（コスト基準）によってなされることを考慮すれば，実質賃金率一定である限り，

その新生産方法が一般化した場合の利潤率の上限は決して初期の利潤率より低下することは

なく，したがって N/C の比率低下を論拠とする低下法則の論証は成立しないと主張した。次

に新生産方法導入の際のコスト基準が利潤率の上限低下に制限を加えるとの見解を検討する。

4 ．コスト基準による利潤率の上限低下否定説の検討

　置塩氏は，現行価格で算定して（実質賃金率一定である限り）費用価格を低下させる新生

産方法を導入すれば，その新生産方法のもとでの生きた労働 N/ 死んだ労働 C は初期の利潤

率より低くなることはなく，このコスト基準によって採用された新生産方法は資本構成を高

度化させるものであっても利潤率を上昇させるという。その推論過程は次のようになる。

　生産財と消費財 1 単位を生産するために要する生産財量と生きた労働量をそれぞれ（a1，

τ1），（a2，τ2）として，単位労働当り労働者が受け取る消費財量（実質賃金率）を R とする。

実質賃金率 R は一定と仮定する。初期において生産財部門で（a1，τ1），消費財部門で（a2，

10）　Meek（1967）�p. 134. 邦訳，202－203頁。
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τ2）が支配的生産方法であり，その場合に平均利潤率・生産価格が成立していたとすれば

　　［初期］

（1＋r）（ a1 p1＋τ1Rp2）＝p1� （4－1）

（1＋r）（ a2 p1＋τ2Rp2）＝p2� （4－2）

となる。ここで r は平均利潤率，p1，p2は生産財，消費財の生産価格である。氏は，生産財

部門において資本家が現行生産方法（a1，τ1）から新生産方法（a’1，τ’1）に転換するのは，

現行価格（p1，p2）で評価して新生産方法のコストが現行生産方法のそれより低下する場合

に限られ，このコスト基準が新生産方法導入の条件となることを強調する。コスト基準は（4－

3）の不等式によって示されている。

a’1�p1＋τ’1�Rp2＜a1 p1＋τ1Rp2� （4－3）

　では消費財部門の生産方法（a2，τ2）は不変として，生産財部門で旧生産方法（a1，τ1）

からコスト基準を満たす新生産方法（a’1，τ’1）への転換が一部でなされ，その新生産方法が

一般化した場合を想定する。生産財部門で導入された新生産方法が一般化して，新たな平均

利潤率 r’ と生産価格 p’1，p’ 2 が成立するとすれば

　　［新生産方法が一般化した時点］

（1＋r’）（a’1�p’1＋τ’1�Rp’2）＝p’1� （4－4）

（1＋r’）（a2�p’1＋τ2�Rp’2）＝�p’2� （4－5）

となる。初期の平均利潤率 r と生産価格 p1，p2を示す（4－1），（4－2）とコスト基準を示す（4－

3）の両辺をp1で，新生産方法が生産財部門で一般化した時点での平均利潤率r’と生産価格p’1，

p’ 2 を示す（4－4），（4－５）の両辺を p’1で除して，相対価格 p2�/p1  ＝ρ，p’ 2 /p’1＝ρ ’ とすれば，

（4－2），（4－５）から

（1＋r）（a2＋τ2�Rρ）＝ρ� （4－6）

（1＋r’）（a2＋τ2�Rρ’）＝ρ’� （4－7）

が得られる。この（4－6），（4－7）より a2を求めて等置すると

ρ（ 1――1＋r －τ2�R）＝ρ’（ 1――1＋r’－τ2�R）� （4－8）

となる。（4－8）より r’ ＞ r ならばρ’ ＞ρであり，また r’ ＜ r ならばρ’ ＜ρとなり，平均利

潤率と相対価格は同方向に動くことがわかる。次に（4－1）と（4－4）および（4－3）より
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（1＋r）（a1＋τ1 Rρ）＝1� （4－9）

（1＋r’）（�a’1＋τ’1Rρ’）＝1� （4－10）

a’1＋τ’1�Rρ＜a1＋τ1 Rρ� （4－11）

が得られる。そこで（4－9）と（4－10）を比較して（4－11）を考慮すれば

（1＋r）（a’1＋τ’1Rρ）＜（1＋r’）（�a’1＋τ’1Rρ’）� （4－12）

となるから，もし r’ ＜ r ならばρ’ ＞ρとなり，平均利潤率と相対価格は逆方向に動かなけ

ればならず，それでは（4－8）から得られた結論と矛盾する。したがって r’ ＞ r であり，そ

のときρ’ ＞ρでなければならない。すなわち実質賃金率一定のもとで，コスト基準によっ

て生産財部門に導入された新生産方法が一般化すれば平均利潤率と相対価格は上昇するとし

たのである11）。

　さてここで新生産方法の導入から一般化までは即時になされるのではなく，移行には時間

を必要とすることを想起しよう。時間的要因を考慮して新生産方法の導入から一般化へと向

かう移行過程を分析し，置塩氏の理論的前提を明らかにする。氏は，この移行過程を次のよ

うに理解している。まず生産財部門に属する一部の資本家が相対価格 p2�/p1＝ ρのとき，そ

の価格を基準にコストを低下させる新生産方法（a’1，τ’1）を導入し個別的利潤率 を平均利

潤率 r の水準より上昇させる。その後，相対価格の上昇により旧生産方法（a1，τ1）を維持

し続ける諸資本の利潤率は低下してゆく。旧生産方法に固執する諸資本は，相対価格上昇に

よる利潤率の低下を回避するために新生産方法の導入を余儀なくされる。ところで，移行過

程で導入される新生産方法とは，相対価格がρのときにコスト基準を満たす生産方法であり，

この生産方法が相対価格の上昇によって普及し一般化してゆくとして議論が展開されている

ことに気付く。すなわち置塩定理は，相対価格がρの時点で，その価格を基準にコストを算

定し有利であると判定された新生産方法が，相対価格の上昇を推進力として他資本にも普及

し一般化してゆくとの前提のもとで定立されているのである。新生産方法として採用される

技術は相対価格がρの時点で決定されており，その後の相対価格の上昇過程ではそれと異な

る技術をもつ新生産方法は採用されず，相対価格がρのときに導入される新生産方法が相対

価格がρ’ に上昇した時点で一般化するとの想定のもとで r ＜ r’ の命題は主張されているこ

とになる。

　相対価格の上昇過程で普及し一般化する新生産方法とは，相対価格がρの時点でそれをコ

スト算定の基準として個別資本が導入した生産方法であり，他資本はそれと同一の生産技術

11）　置塩（1977）�252頁。
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を相対価格の上昇に強制され追随して導入する以外に他の技術選択余地はないとした想定が

定理の前提に置かれていることは明らかである。すなわち普及してゆく新生産方法は相対価

格がρのときのコスト基準によって決定され，その後に相対価格がいかに変化しようともそ

れと同一の技術が旧生産方法を維持している個別資本によって次々に導入されそれが一般化

してゆくとして移行過程を捉えている。

　このように採用される新生産方法は，相対価格がρの時点で確定され，その後の相対価格

の上昇はそれと同一の新生産方法を普及・一般化させる機能を果たすとの想定は，はたして

現実を反映しているであろうか。あるいは移行過程で相対価格が変化しコストを算定する基

準自体が変化してゆくにもかかわらず，採用される新生産方法の生産技術は固定化されて変

化しないと想定することは現実妥当性をもつであろうか。移行過程における相対価格の上昇

は，視点を変えればコストを算定する基準が変化することであるから，その変化とともに異

なる生産技術をもつ新生産方法が採用される可能性は増大してゆくことになる。そして相対

価格の上昇によって採用可能性を与えられた新生産方法のなかに利潤率の低下あるいは利潤

率の上限が初期の利潤率より低下するような生産方法も含まれることはないのであろうか。

この問題を解くためには，相対価格の上昇によるコスト算定基準の変化と技術選択範囲の拡

大について考察することが必要となる。

　生産財と消費財の相対価格ρ2 /ρ1＝ρのとき，生産財部門に導入される新生産方法（a’1，τ’1）

のコストが旧生産方法（a1，τ1）のそれより低下することを示すコスト基準は

a’1＋τ’1�Rρ＜a1＋τ1�Rρ� （Ⅰ）

であった。しかしいま相対価格がρからρ’へと上昇してゆく移行過程を対象としているので，

相対価格が初期のρより上昇してρ*（ρ＜ρ* ＜ρ’）となれば，コスト基準を満たす新生産

方法は

a’1＋τ’1�Rρ*＜a1＋τ1�Rρ*� （Ⅱ）

と規定される。図 6 は，新生産方法のにおけるτ’1を縦軸に，a’1を横軸にとり，コストの算

定が（Ⅰ）のρから（Ⅱ）のρ* に変化した場合に，それぞれコスト基準を満たし採用可能

な新生産方法の技術選択範囲を図示して比較したものである。

　生産財部門における旧生産方法が E 点に位置する（a1，τ1）のとき，コスト基準を満たす

新生産方法（a’1，τ’1）は，相対価格がρであれば AB 線より下の部分に存在する。しかし相

対価格が上昇してρ*（＞ρ）となれば，コスト基準を満たす新生産方法は CD 線より下の部

分に存在範囲を変化させる。（Ⅰ）と（Ⅱ）の比較より，相対価格がρからρ* に上昇すれば，

ρのときに採用可能であった三角形 ACE 内の新生産方法を採用不可能とし，逆に採用不可
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能であった三角形 EBD 内の新生産方法を採用可能に変質させることがわかる。

　コスト算定基準がρのとき採用可能な新生産方法は三角形 A 0 B 内部に存在し

0A＝τ1＋
a1――Rρ ，0B＝a1＋τ1 Rρ

である。ところがコストの算定基準がρ* に変化すれば採用可能な新生産方法は三角形 C 0 D

の内部に範囲を変え

0C＝τ1＋
a1――Rρ* ，0D＝a1＋τ1 Rρ*

となる。ρ＜ρ* であるから 0 A ＞ 0 C， 0 B ＜ 0 D となり，相対価格の上昇はコスト基準を

満たす新生産方法の選択範囲を，τ’1が減少し a’1が増大する方向に変化させてゆく。選択範

囲が重複する四角形C 0 BE部分は相対価格が変化しても共通するコスト基準充足部分である。

　置塩理論において利潤率の上限は生産財部門の a’1が規定するとしているので，その a’1の

動向に注目して技術選択範囲をみれば，相対価格がρからρ* に上昇することによってコス

ト基準を満たす新生産方法の a’1の上限も B 点から D 点に増大している。すなわち a’1の上限

は相対価格がρのとき 0 B（＝a1＋τ1Rρ）であり，相対価格が上昇してρ* となれば 0 D（＝

図 6 　コスト基準を満たす新生産方法 
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利潤率の傾向的低下法則�（高島）2021 127



a1＋τ1Rρ*）となるから相対価格の上昇分Δρ（＝ρ*－ρ）はτ1RΔρだけ a’1の上限を増大させ

るのである。そして新生産方法のもとでの利潤率の上限 r’max＝ 1 /a’1－ 1 とされるのであるか

ら，相対価格の上昇によって B 点より a’1の増大する技術も採用可能となれば，そのような

技術をもつ新生産方法のもとでの利潤率の上限 r’max は初期の利潤率 r より低下し，上限低下

を論拠とした利潤率の低下法則の論証は成立する。

　置塩氏は，実質賃金率一定のもとで相対価格がρのときコスト基準を満たす新生産方法が

採用され，それが一般化した場合の利潤率の上限には限度があり，それは決して初期の利潤

率 r より低下することのないことは，図 6 の a’1が B 点＝ 1 /（1＋r）より大とはなれないこ

とに示されていると説明している12）。しかしその説明はコストの算定がρのときであって，

それがρ* となれば a’1の上限は B 点から D 点へと移動するのであるから，a’1が B 点より大と

なるような新生産方法も採用される可能性が生じてくる。

　相対価格の上昇はコスト基準を満たす新生産方法の選択範囲を変化させてゆくので，その

変化した選択範囲のなかに利潤率の上限が初期の利潤率を下回るような生産方法も存在する

ことになる。図 6 の三角形 EBD 内は相対価格の上昇によってコストの算定がρからρ* に

変化することで採用可能となった新生産方法の選択範囲であり，相対価格の上昇とともに D

点は 1 に接近してゆき三角形 EBD も拡大してゆく。そのうちの一部である直角三角形 FBD

内で新生産方法が選択されるならば，その生産方法のもとでは利潤率の上限が初期の利潤率

を下回ることになる。利潤率の上限が初期の利潤率を下回ることになる新生産方法の選択範

囲を画定する直角三角形 FBD は

FB＝τ1（1－ ρ―ρ* ），BD＝τ1R（ρ *－ρ）

と規定できるので，相対価格が上昇しρ* が大となれば FB，BD ともに大となり，したがっ

てその直角三角形内部の領域は拡大してゆくことがわかる。個別諸資本の新生産方法導入が，

この拡大してゆく直角三角形の領域内で次々に決行されてゆけば，利潤率の上限は初期の利

潤率より低下することになり，上限低下を論拠としたマルクスの利潤率低下法則の論証は成

立するのである。

　図 6 における新生産方法の技術選択範囲と，その選択範囲内にある技術が一般化した場合

の平均利潤率との関連を数値モデルで確認しよう。初期における生産財と消費財の生産方法

がそれぞれ（a1�,τ1）＝［3/５（＝0.6），30］，（a2�, τ2）＝［1/５（＝0.2），20］で実質賃金率 R＝

1 /80と仮定する。両部門に平均利潤率 r と生産財・消費財の生産価格 p1，p2が成立してい

るとして，その場合の相対価格 p2�/p1＝ρとすると，初期段階は

12）　置塩（1978）�137頁。
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（1＋r）（ 3―5 ＋ 3―8 ρ）＝1

（1＋r）（ 1―5 ＋ 1―4 ρ）＝ρ

⎧
︱
⎨
︱
⎩

となり，ここからρ＝2/５，r＝1/3を得る。相対価格ρ＝0.4のとき平均利潤率 r が成立し r ≒

33.3％となる。いま実質賃金率 R 一定であり，消費財部門の生産方法（a2，τ2）は変化せず，

生産財部門で旧生産方法（a1，τ1）から新生産方法（a’1，τ’1）への転換がコスト基準によっ

てなされるとする。相対価格ρ＝0.4のとき，図 6 の三角形 A 0 B 内にある G 点（▪）の生

産技術（a’1，τ’1）＝［13/30（＝0.43），20］はコスト基準を満たしており採用可能な新生産方

法である。実質賃金率一定で R＝ 1 /80，ρ＝2/５のとき，コスト基準を示す不等式 a1＋τ1R

ρ＞ a’1＋τ’1�Rρにおける左辺の旧生産方法のコストは0.75（＝3/５＋3/8×2/５）であり，右

辺の新生産方法のコストは G 点で0.53（＝13/30＋1/4×2/５）となるから，その技術を採用

すればコストを低下させることができる。生産財部門で G 点の技術が採用され，それが一

般化した段階で再び平均利潤率 r’ と相対価格ρ’ が成立するとすれば，その段階では

　
（1＋r’）（13―30＋ 1―4 ρ’）＝1

（1＋r’）（ 1―5 ＋ 1―4 ρ’）＝ρ’

⎧
︱
⎨
︱
⎩

となり，ここからρ’＝3/５，r’＝５/7を得る。G 点における技術が一般化した段階では，相対

価格ρ’＝0.6のとき平均利潤率 r’ ≒71.4％となる。初期と比較して新たな平均利潤率と相対

価格は上昇している。生産財部門でコスト基準によって採用される新生産方法が一般化すれ

ば平均利潤率と相対価格はともに上昇するとの置塩氏の想定（r’ ＞ r，ρ’ ＞ρ）は，コスト

の算定がρ＝0.4のときの数値モデルで再現される。このケースでは新生産方法として採用

される技術は初期段階でのコスト基準によって決定され，そこで決定された技術が一般化し

てゆくとの構想がとられている。

　しかし平均利潤率が r から r’ へ，相対価格がρからρ’ へと移行するには時間を要する。

移行期間内ではコストを算定する相対価格が次々に変化してゆく。相対価格がρ＝0.4からρ’

＝0.6へと向かう上昇過程でρ*（ρ＜ρ* ＜ρ’）が通過点として介在している。そこでコスト

の算定がρからρ*＝0.５に上昇した場合の数値モデルを作成する。相対価格がρからρ* に上

昇すれば採用可能な新生産方法の技術選択範囲は図 6 の三角形 A 0 B から三角形 C 0 D 内部

に変化するが，そのうちρからρ* に上昇しても共通する四角形 C 0 BE 内にある G 点の技術

を新生産方法に採用しそれが一般化した場合は先の数値モデルでみたように平均利潤率 r’ と

相対価格ρ’ は上昇する。しかしコストの算定がρからρ* に上昇することで採用可能となる

三角形 EBD 内での技術を新生産方法に採用してゆけば平均利潤率は低下する。ここで平均

利潤率の低下をもたらす三角形 EBD 内の生産技術を規定しておこう。三角形 EBD は AB 線

利潤率の傾向的低下法則�（高島）2021 129



より上で CD 線より下に位置する部分であり，その部分に該当する新生産方法の選択範囲は

Rρ＜ a’1－a1―――τ1－τ’1 ＜Rρ*� （4－14）

と規定することができる。三角形 EBD は a’1＞ a1，τ’1＜τ1となる領域で形成されるのであ�

るから，（4－14）の条件を満たす新生産方法（a’1，τ’1）とは，旧生産方法（a1，τ1）と比較し

た場合に a’1の a1からの増加分∆ a（＝a’1－a1）とτ1からτ’1への減少分∆τ（＝τ1－τ’1）の比率�

∆ a/ ∆τが Rρと Rρ* の数値内にある生産技術であり，そのような技術をもつ新生産方法は

平均利潤率を低下（r’ ＜ r）させるのである。そして相対価格がρからρ* に上昇した場合に

採用可能となる三角形 EBD の一部を構成している直角三角形 FBD 内での技術，たとえば

図 6 の H 点（ △ ）の技術を採用すれば平均利潤率のみならず利潤率の上限も低下（r’max ＜ r）

することになる。（4－14）は，相対価格がρからρ* に上昇した場合にコスト基準を満たし採用

可能となる生産技術のうちで，それを導入してゆけば平均利潤率の低下をもたらす生産方法

を示しており，H 点はそれらの生産方法のなかで a’1が B 点より増大する生産技術である。

そこで相対価格ρ＝0.4からρ*＝0.５に上昇した場合の H 点を（a’1，τ’1）＝［19/25（＝0.76）， 4 ］

と特定する。H点をそのように特定すれば，相対価格がρ*のときのコスト基準a1＋τ1 Rρ*（＝

0.787）＞ a’1＋τ’1Rρ*（＝0.785）は満たされており，したがって E 点の旧生産方法より H 点

を新生産方法に選択した方がコストを低下させることができるのであるから採用可能となる。

採用可能な新生産方法のうちでその技術が平均利潤率を低下させるか否かは（4－14）によっ

て検定できる。E 点から H 点へ移行した場合の∆ a（＝a’1－a1＝ 4 /25）と∆τ（＝τ1－τ’1＝26）

の比率∆ a/ ∆τ＝ 2 /325は，Rρ＝1/200と Rρ*＝1/160の範囲内にあり，したがって H 点の

技術は平均利潤率を低下させることがわかる。H 点の技術を新生産方法に採用すると新たな

平均利潤率 r’ と相対価格ρ’ は次の状態で成立する。

　
（1＋r’）（19―25＋ 1―20ρ’）＝1

（1＋r’）（ 1―5 ＋ 1―4 ρ’）＝ρ’

⎧
︱
⎨
︱
⎩

　ここからρ’ ≒0.38，r’ ≒28.4％が得られ，初期との比較で平均利潤率と相対価格はともに

低下（r’ ＜ r，ρ’ ＜ρ）する。さらに H 点の a’1は B 点＝0.75より増大している。実質賃金

率R＝ 0 と仮定したときの利潤率が利潤率の上限r’max となりr’max＝1/a’1－1と規定されるので，

H 点を新生産方法に選択すれば a’1＝0.76より r’max ≒31.6％となるから，利潤率の上限さえも

初期の利潤率より低下（r’max ＜ r）することになる。

　コスト基準とは，現行の価格と賃金率で算定して旧生産方法よりコストの低下する，した

がって利潤率の上昇する技術が新生産方法として採用されることを意味するのであって，そ

の場合にコストを算定する相対価格が変化すれば，結果として平均利潤率や利潤率の上限さ
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えも低下させるような H 点の技術であっても，相対価格がρ* のときは旧生産方法よりもコ

ストを低下させ利潤率の上昇を可能とするのであるから，そのような技術を個別諸資本が導

入する可能性を排除することはできない。実質賃金率一定であっても，コストを算定する相

対価格が変化すれば，それとともに新生産方法の技術選択範囲は変化してゆき，そのなかに

は利潤率の上限さえも低下させるような技術も含まれている。たとえ利潤率の上限低下をも

たらす技術であっても，導入当初は利潤率の上昇を享受できるのであるから，社会的総結果

を意識することのない個別諸資本の投資行動は，H 点のような技術にも採用可能性を与える

ことになり，したがって N/C の低下を論拠とする利潤率の低下法則の論証をコスト基準に

よって否定することはできないのである。
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